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○路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表示

○路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表示

○有効幅３５０ｃｍ以上

■バリアフリー化された路外駐車場のイメージ

特定路外駐車場のバリアフリー化の推進

実績値（Ｈ３０年度末）

６７．１％

実績値（Ｒ４年度末）

７２．１％

目標値（R７年度末）

約７５％

○移動等円滑化経路

■特定路外駐車場のバリアフリー化の推移

※平成24～平成30年の数値については令和４年３月に修正

0

（年度）

指標の解説：すべての人が安全で快適に利用できるバリアフリー化された特定路外駐車場の増加

○ バリアフリー法に規定する特定路外駐車場（駐車の用に供する部分が５００㎡以上、かつその利用に対して料金
を徴収している路外駐車場のうち、道路附属物であるもの、公園施設であるもの、建築物であるもの、建築物に付随
しているものを除いた駐車場）については、「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成２３年３月３１日
告示）において、令和７年度までに約75％を移動等円滑化することとしており、既存の路外駐車場の改修等により
、さらなるバリアフリー対応駐車場の確保が必要。



車椅子使用者用駐車施設等の設置基準等について

道路に付随する駐車場都市公園路外駐車場建築物に附属する駐車場対象施設
特定道路特定公園施設特定路外駐車場特別特定建築物設置義務要件

障害者用駐車施設車いす使用者用駐車施設路外駐車場
車いす使用者用駐車施設車椅子使用者用駐車施設名称

•全駐車台数200以下：
当該駐車台数の2％以上

•全駐車台数200超え：
当該駐車台数の1%＋2以上

•全駐車台数200以下：
当該駐車台数の2％以上

•全駐車台数200超え：
当該駐車台数の1%＋2以上

1以上

1以上
誘導基準
• 全駐車台数200以下：
当該駐車台数の2％以上

• 全駐車台数200超え：
当該駐車台数の1%＋2以上

設置数

有効幅を3.5m以上とするこ
と

幅は、350センチメートル以上
とすること

幅は、350センチメートル以上
とすること

幅は、350センチメートル以上
とすること幅

設置
基準

当該障害者用駐車施設へ
通ずる歩行者の出入り口から
の距離ができるだけ短くなる位
置に設けること

（ガイドラインには記載あり）
車いす使用者用駐車施設か
ら道又は公園、広場その他の
空地までの経路の長さができる
だけ短くなる位置に設けること

当該車椅子使用者用駐車施
設から利用居室までの経路の
長さができるだけ短くなる位置
に設けること

位置

障害者用である旨を見やすい
方法により表示すること

車いす使用者用駐車施設又
はその付近に、車いす使用者
用駐車施設の表示をすること

車いす使用者用駐車施設又
はその付近に、路外駐車場車
いす使用者用駐車施設の表
示をすること

車椅子使用者用駐車施設の付
近の見やすい位置に、当該施設が
あることを表示する標識を、内容が
容易に識別できるように設けること

表示

移動等円滑化のために必要
な道路の構造に関する基準を
定める省令
第22条

移動等円滑化のために必要
な特定公園施設の設置に関
する基準を定める省令
第7条

移動等円滑化のために必要な
特定路外駐車場の構造及び
設備に関する基準を定める省
令第2条

高齢者、障害者等の移動等
の円滑化の促進に関する法律
施行令第17条、第19条、
誘導基準省令第12条

根拠条文

●バリアフリー法に基づく車椅子使用者用駐車施設等の設置基準

○各施設ごとの設置に関する基準等は、概ね以下のように示されている。

1

改正前※R6.6改正前の基準



駐車場等の分類

構造による分類イメージ 施設との関係等による分類イメージ

出典：「駐車場便覧2020」

建築物である駐車施設

建築物ではない駐車施設

建築敷地

商業
施設 駐車場

（立体）

建築物に付随する駐車施設
（建築物）

建築物に付随する駐車施設
（建築物ではない）

商業
施設

建築敷地

駐車場
（平面）

路外駐車場
（建築物）

路外駐車場
（建築物ではない）

○駐車場は、その構造（立体、地下、平面等）や施設との関係において、様々なタイプに分類される。
○バリアフリー法では、構造等に関わらず、建築物・路外駐車場・都市公園・道路といった施設種別や規模等
に応じて、車椅子使用者用駐車施設の確保など基準への適合を求める仕組みとしている。

駐車場（
平面）

道路

駐車場
（立体）

道路

駐車場
（平面） 2



特定路外駐車場のバリアフリー基準（省令）の見直しについて

3

69%

81%

65%

57%

46%

0% 50% 100%

a 移動等円滑化経路有

b 車椅子使用者用駐車施設有

c 移動等円滑化省令基準適合（a
かつb）

d [新基準案]  車椅子使用者駐車
施設有

e [新基準案]  適合（aかつd）

適合箇所数…

○ 平成18年バリアフリー法制定以降、特定路外駐車場について一定のバリアフリー化が進んでおり、基準以上の整備
箇所も見られるところ、社会の変化やニーズ、同法に基づく建築物（駐車場を含む）の基準見直しの検討動向を踏
まえ、駐車施設の規模に応じた水準に見直すこととする。

約７割弱（箇所数）の
駐車場において義務水準
以上の車椅子使用者用
駐車施設を整備

【新基準】（省令改正）

•移動等円滑化経路の確保
•駐車場の規模に応じた車椅子使用者用駐車
施設を確保
200台以下は総数の２％以上
200台超は１％＋２以上

【現在の基準】

•移動等円滑化経路の確保
•１以上の車椅子使用者用駐車施設の確保

（Ｎ＝425）

（Ｎ＝425）

平均台数
（γ/β）

バリアフ
リー化率
(β/α)

バリアフリー対応特定路外駐車場
令和４年度末 台数

（γ）
箇所数
（β）

台数
箇所数
（α）

7.8572％18,5722,365413,9883,280全体

3.3865％92927555,249425（公共設置）

●基準の改正について（令和７年６月１日施行） 【参考】
特定路外駐車場
の現状

車椅子使用者用駐車施設設置数
の分布（公共設置）

基準見直しによる適合箇所数の割合変化
（公共設置）

台

• 公共が設置した特定路外駐車場において、特定路外駐車場の車椅子使用者用駐車
施設の数の基準（１以上）に適合している箇所数は、８割超となっており、うち約７割弱
の駐車場においては、最低基準以上の車椅子使用者用駐車施設を整備。

（特定路外駐車場全体のバリアフリー化率は約72％、公共設置は約65％）
• 公共設置の場合、基準見直し後、約57％が適合。（バリアフリ-化率としては約46％）

出典：街路交通施設課調査1箇所当たりの台数

改正後の基準



バリアフリー基準（特定路外駐車場移動等円滑化基準）の適用除外の考え方について
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○ 現行の路外駐車場移動等円滑化基準では、専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車の駐車のための駐車場
について、車椅子使用者用駐車施設を設ける必要性が乏しいことからバリアフリー義務の適用除外としている。

○ 近年は、外国人観光客の増加や貨物需要の増加により、観光バス専用駐車場や荷さばき駐車施設など、多様な
駐車場等が整備されている。このような、専ら普通自動車以外の自動車の駐車の為の駐車場の場合について、 車
椅子使用者用駐車施設を設ける必要性が乏しいことから、バリアフリー化義務の適用除外とするとともに、併設されて
いる場合は、車椅子使用者用駐車施設の必要数の必要数を算出する際の駐車施設の数には含めないこととする。

これまでの適用除外範囲

•専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車の駐車のための駐車場

●適用除外範囲について（イメージ） 特定路外駐車場

普通自動車の
駐車のための施設
（例：軽自動車、普通乗用車）

普通自動車以外の
駐車のための施設
（例：バス、自動二輪車）

荷さばき駐車施設
（例：大型貨物車、小型貨物車）

当該部分の台数に基づき、
設置を義務づける
車椅子使用者要駐車施設
の数を算出

【参考】車種ごとの駐車施設の規格例（駐車マスの大きさ）

出典：駐車場設計・施工指針

新たな適用除外範囲

• 専ら普通自動車以外の自動車（大型自動二輪車及び普通自動二輪車を含
む）の駐車のための駐車場を除外

• 車椅子使用者用駐車施設の必要数の算定の際の規模を普通自動車のため
の駐車施設に限定するとともに、荷さばき駐車施設を除外

専用の場合は
当該駐車場が適用対象外
（併用の場合は算出時の
規模から除外）

バス専用駐車場の例 荷さばき駐車施設の例

出典：東京都HP出典：TIMES24 

一般公共の用に供される
自動車の駐車のための施設
（有料かつ駐車面積500㎡以上）
※道路附属物、公園施設、建築物・
建築物特定施設であるものを除く



参考 自動車の種類（道路運送車両法・道路交通法）

5


